
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  2,043  29.4  △50  －  △31  －  △45  －

22年３月期第１四半期  1,579  △44.5  △139  －  △108  －  △108  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △7  87        －

22年３月期第１四半期  △18  86        －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  7,774  3,655  47.0  634  43

22年３月期  7,801  3,722  47.7  646  03

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 3,655百万円 22年３月期 3,722百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期        －  0 00      － 0 00  0  00

23年３月期        －

23年３月期（予想）  0 00      － 0 00  0  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  4,167  26.1  52  －  48  －  30  －  5  20

通期  8,510  20.3  152  －  143  －  103  －  17  87



４．その他（詳細は、［添付資料］P.4「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規  －  社 、除外  －  社  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。  

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 6,333,276株 22年３月期 6,333,276株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 571,584株 22年３月期 571,184株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 5,761,892株 22年３月期１Ｑ 5,763,992株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国を始めとする新興国の経済成長や各国の財政出動によ

る世界経済の回復基調を受けて、輸出や生産の増加、設備投資の持ち直し等により、回復基調が続いています。し

かし、内需の牽引力は未だ力強さに欠き、個人消費の低迷を背景とするデフレ基調により、企業の収益環境や雇用

環境を改善するまでには至っておらず、本格的な景気回復とは言えない状況でありました。 

当社グループに関係の深い建設・住宅業界の低迷が長期化するなか、当社グループは顧客対応の充実を図り、

販売量の確保に努めた結果、売上高は2,043百万円（前年同期比29.4%増）となりました。 

利益面につきましては、生産性の改善や原価低減に取り組むとともに全社を挙げて費用の削減に努めました

が、営業損失は50百万円（前年同期営業損失 139百万円）となりました。また、MITSUBOSHI PHILIPPINES 

CORPORATION（フィリピン子会社以下「Ｍ．Ｐ．Ｃ．」と略す)などにおいて為替差益13百万円と、販売量・生産量

の減少に対応させて一時帰休を実施したことによる助成金収入4百万円を計上したことにより、経常損失は31百万

円（前年同期経常損失108百万円）、四半期純損失は45百万円（前年同期純損失108百万円）となりました。 

  ［電線事業］ 

  当事業の需要動向に影響の大きい設備投資と建築着工の需要の低迷が続いており、特に建設・電販向けの需要は

前年を下回る低調な動きとなりました。このような状況のもと、個別案件の獲得や顧客対応の充実に努めた結果、

販売量は前年を上回り、銅価格の上昇により販売価格も上昇したことなどから、売上高は1,227百万円となりまし

た。 

  利益面につきましては、適正な販売価格の維持と生産性の改善並びに、コストダウンにも注力いたしましたが、

需要量が低迷している状況の中で価格競争が激化し、銅の価格変動を思うように販売価格へ転嫁できず利益を圧迫

したことなどから、営業損失は55百万円となりました。 

  ［ポリマテック事業］ 

  当事業に関係の深い住宅建設は、依然として低水準で推移いたしましたが、建材・住設分野などの既存顧客にお

ける新規案件の獲得などに注力した結果、売上高は565百万円となりました。 

  利益面につきましては、効率性を追求した生産体制への移行による固定費の削減などに取り組んだ結果、営業利

益は12百万円となりました。 

  ［電熱線事業］ 

  電熱線・帯及びステンレス鋼線・帯の事業は、国内外の景気の回復基調を背景に年初以降急速な回復傾向を示し

ました。特に前年度買い控えていた海外ユーザーや国内産業機器メーカー等への販売の伸長が大きく寄与し、売上

高は234百万円と大幅な増収となりました。 

  この結果、営業利益は16百万円となりました。 

 ［その他］ 

 その他に区分されている主要な商品である高機能チューブ関連の商品は、業務用プリンターの市況が回復基調で

推移したことなどにより、売上高は16百万円、営業損失3百万円となりました。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期の総資産は、7,774百万円（前連結会計年度末比27百万円減）となりました。流動資産は4,401百万

円（前連結会計年度末比46百万円減）となりました。主な要因は、受取手形及び売掛金の増加74百万円に対し、現

金及び預金の減少75百万円やたな卸資産の減少25百万円によるものであります。固定資産は3,373百万円（前連結

会計年度末比19百万円増）となりました。有形固定資産は、取得による増加86百万円がありましたが、減価償却費

42百万円等により3,018百万円（前連結会計年度末比50百万円増）となりました。無形固定資産は14百万円（前連

結会計年度末比0百万円減）となりました。投資その他の資産は、投資有価証券の時価評価が31百万円減少したこ

とにより339百万円（前連結会計年度末比30百万円減）となりました。 

 負債につきましては、流動負債が2,838百万円（前連結会計年度末比42百万円減）となりました。主な要因は、1

年内返済予定の長期借入金の増加28百万円に対して、支払手形及び買掛金の減少42百万円や短期借入金の減少40百

万円等によるものであります。固定負債は1,280百万円（前連結会計年度末比82百万増）となりました。主な要因

は、長期借入金の増加91百万円に対し、役員退職慰労引当金の減少8百万円によるものであります。この結果、負

債合計は4,119百万円（前連結会計年度末比40百万円増）となりました。 

 純資産につきましては、3,655百万円（前連結会計年度末比67百万円減）となりました。これは、利益剰余金45

百万円の減少やその他有価証券評価差額金18百万円の減少によるものであります。  

  

（連結キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、税金等調整前四半期純損失33百万円を計上いたしま

したが、たな卸資産の減少や長期借入れによる収入に対し、売掛債権の増加、仕入債務の減少、有形固定資産の取

得による支出等を総合し702百万円となり、前連結会計年度末と比較して75百万円の減少となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、75百万円の使用（前年同四半期は297百万円の獲得）となりまし

た。これは主に、たな卸資産の減少26百万円（前年同四半期は19百万円の減少）に対して、売上債権の増加74百万

円（前年同四半期は431百万円の減少）、仕入債務の減少43百万円（前年同四半期は166百万円の減少）等によるも

のであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は88百万円の使用（前年同四半期は41百万円の使用）となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出86百万円（前年同四半期は40百万円の支出）によるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、78百万円の獲得（前年同四半期は173百万円の使用）となりまし

た。これは主に、長期借入れによる収入200百万円（前年同四半期は計上なし）と短期借入金の純減少額40百万円

（前年同四半期は80百万円の純減少）、長期借入金の返済による支出79百万円（前年同四半期は91百万円の支出）

によるものであります。  



 （３）連結業績予想に関する定性的情報 

  今後の経済見通しにつきましては、世界経済は回復を続けると見られますが、中国の成長ペースがやや緩やかに

なると予測されることや世界的に企業・消費者行動の慎重化を背景に、回復のペースは緩やかになると見られてい

ます。日本経済もその影響を受け回復を続けますが、輸出や生産そして企業収益も増加基調は維持されるものの次

第に減速し、これまでに比べ回復のテンポは緩やかになると見られています。 

  一方、欧州を中心とする海外景気の下振れ懸念やデフレの影響、雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることなど

景気を下押しするリスクが存在し予断を許さない状況で推移すると思われます。 

  設備投資は、設備過剰感が依然高いものの、企業収益が改善する中で、持ち直しに向かうことが期待されていま

す。また、住宅建設は底堅く推移することが期待されています。公共投資は、2010年度予算案で大幅な削減とな

り、低調に推移すると見込まれます。 

  電線事業の主要販売市場である建設・電販向け市場の需要は低迷しており、企業間競争が激化する中、商品力を

向上させるなど顧客満足度を高め、拡販に努めてまいります。そのための施策の一つとして、製品の一部をＭ．

Ｐ．Ｃ．で生産し採算性の改善を図ってまいります。また、需要の掘り起こしのため、販売強化品種の積極的な展

開に努めてまいります。 

  ポリマテック事業では、住宅関連企業および太陽電池関連企業への拡販ならびに新規開拓に注力し、売上高の回

復を図ってまいります。 

  なお、主要顧客や日系企業が多く進出しているタイでは、需要が見込まれることから、既存製品を中心に海外事

業展開を図るため、平成２２年度の中頃からMITSUBOSHI THAI CO.,LTD.（タイ子会社）で製造・販売を行ってまい

ります。 

  電熱線事業では、国内外の景気の回復ペースが若干鈍化することが懸念され、円高が進行していることから、輸

出面に悪影響が生ずることも予想されます。安定的に収益の確保を図るため、大手家電メーカーとの取引を拡大

し、新興国市場の開拓や新規事業の推進等に努め、販売基盤の拡充を図ってまいります。  

 その他の高機能チューブ関連の商品では、業務用プリンター以外の市場開拓にも注力し、拡販を図ってまいりま

す。また、研究を続けてきたＬＥＤ関連商品も完成し、販売に結びつけることにより、営業基盤の拡充を図ってま

いります。   

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 ①会計基準等の改正に伴う変更 

  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

    当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

   この変更による営業損益、経常損益及び税金等調整前四半期純損益に与える影響は軽微であります。  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

  日本経済は、回復基調で推移いたしましたが、内需の牽引力は未だ力強さに欠き、本格的な景気回復とは言えな

い状況でありました。当社グループに影響の大きい建設・住宅業界では需要の低迷が長期化する中、顧客対応の充

実を図った結果、販売量は前年同期を上回り、売上高は2,043百万円と前年比464百万円(29.4%)増加しました。 

  利益面につきましては、生産性の改善や原価低減に取り組むとともに全社を挙げて費用の削減に努めたところ、

前年同期比改善が進みましたが、重要な営業損失、経常損失及び四半期純損失を計上しております。当該事象によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象または状況が依然生じております。 

  しかしながら、当社グループは平成２１年６月に中期経営計画を策定し、事業構造の多様化と多角化を推進する

ことにより売上高の回復・伸長を図り、コストダウンにより損益を改善するなどの基本戦略等を推進しておりま

す。また、７月１日に組織改革を行い、戦略遂行力を強め全社の効率化を高めることにより、損益および財務体質

の改善を図ることの実現可能性は十分にあると考え、また経営環境が正常化することで、継続企業の前提に関する

重要な不確実性は認められないものと判断しております。  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 702,310 777,654

受取手形及び売掛金 2,530,838 2,456,510

商品及び製品 731,130 742,295

仕掛品 193,434 175,939

原材料及び貯蔵品 195,543 227,067

その他 51,811 73,004

貸倒引当金 △3,445 △3,903

流動資産合計 4,401,622 4,448,569

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,945,704 1,943,922

その他（純額） 1,073,051 1,023,838

有形固定資産合計 3,018,756 2,967,761

無形固定資産 14,412 14,745

投資その他の資産   

投資有価証券 284,033 314,360

その他 87,881 86,390

貸倒引当金 △31,936 △29,987

投資その他の資産合計 339,979 370,762

固定資産合計 3,373,147 3,353,269

資産合計 7,774,770 7,801,838

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,101,155 1,143,425

短期借入金 1,180,000 1,220,000

未払法人税等 15,617 30,091

未払費用 18,718 17,973

賞与引当金 15,000 9,000

その他 508,444 461,232

流動負債合計 2,838,935 2,881,723

固定負債   

長期借入金 813,772 721,785

退職給付引当金 185,956 175,726

役員退職慰労引当金 262,927 271,691

その他 17,786 28,425

固定負債合計 1,280,443 1,197,628

負債合計 4,119,379 4,079,351



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,136,518 1,136,518

資本剰余金 1,133,596 1,133,596

利益剰余金 1,508,435 1,553,744

自己株式 △141,636 △141,576

株主資本合計 3,636,913 3,682,282

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,680 27,561

為替換算調整勘定 9,797 12,642

評価・換算差額等合計 18,477 40,204

純資産合計 3,655,391 3,722,486

負債純資産合計 7,774,770 7,801,838



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,579,094 2,043,475

売上原価 1,280,016 1,686,952

売上総利益 299,078 356,522

販売費及び一般管理費 438,902 407,413

営業損失（△） △139,824 △50,890

営業外収益   

受取利息 113 102

受取配当金 4,349 3,480

受取家賃 3,547 3,394

仕入割引 1,980 3,103

為替差益 11,797 13,948

助成金収入 15,751 4,646

その他 3,250 1,055

営業外収益合計 40,789 29,730

営業外費用   

支払利息 6,743 7,784

売上割引 1,974 2,379

貸倒引当金繰入額 550 －

その他 407 －

営業外費用合計 9,675 10,164

経常損失（△） △108,710 △31,324

特別利益   

貸倒引当金戻入額 847 5

役員退職慰労引当金戻入額 － 484

保険差益 9,582 －

特別利益合計 10,429 490

特別損失   

固定資産除却損 796 －

会員権評価損 － 1,304

貸倒引当金繰入額 － 950

特別損失合計 796 2,254

税金等調整前四半期純損失（△） △99,077 △33,088

法人税、住民税及び事業税 12,810 13,755

法人税等調整額 △3,202 △1,480

法人税等合計 9,607 12,275

少数株主損益調整前四半期純利益 － △45,363

四半期純損失（△） △108,685 △45,363



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △99,077 △33,088

減価償却費 58,135 43,141

貸倒引当金の増減額（△は減少） △239 1,490

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,115 6,000

受取利息及び受取配当金 △4,463 △3,582

支払利息 6,743 7,784

売上債権の増減額（△は増加） 431,450 △74,524

たな卸資産の増減額（△は増加） 19,265 26,654

仕入債務の増減額（△は減少） △166,812 △43,045

未払費用の増減額（△は減少） 45,609 803

その他 △6,415 25,113

小計 291,310 △43,252

利息及び配当金の受取額 4,471 3,583

利息の支払額 △7,686 △7,877

法人税等の還付額 19,050 －

法人税等の支払額 △9,597 △28,133

営業活動によるキャッシュ・フロー 297,547 △75,680

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △40,028 △86,636

投資有価証券の取得による支出 △1,694 △1,541

その他 － 120

投資活動によるキャッシュ・フロー △41,723 △88,058

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △80,000 △40,000

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 △91,116 △79,346

配当金の支払額 △7 －

その他 △1,952 △1,974

財務活動によるキャッシュ・フロー △173,076 78,679

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,038 9,714

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 80,709 △75,344

現金及び現金同等物の期首残高 552,265 777,654

現金及び現金同等物の四半期末残高 632,975 702,310



  該当事項はありません。  

  

[事業の種類別セグメント情報] 

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）  

       （注）１．事業区分の方法  

            事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

          ２．各区分に属する主要な製品 

  

[所在地別セグメント情報]  

  前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）  

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。  

   

[海外売上高]  

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）  

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

   

[セグメント情報]  

 １．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

  当社グループは、本社に製品別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは事業部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「電線」、「ポリ

マテック」及び「電熱線」の３つを報告セグメントとしております。 

 「電線」はゴム電線及びプラスチック電線を生産しております。「ポリマテック」は、合成樹脂異形押出品等

を生産しております。「電熱線」は、電熱線・帯、ステンレス鋼線・帯等を生産しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：千円）

  電線事業 
ポリマテック

事業 
電熱線事業 計 消去又は全社 連結 

 売上高             

(1)外部顧客に

対する売上

高 

      926,217       538,200       114,676     1,579,094       －    1,579,094

(2)セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

 －  372  －  372     △372       －

  計  926,217  538,572  114,676  1,579,466     △372     1,579,094

営業利益(又は

営業損失） 
   △80,469    △37,806    △6,318    △124,594    △15,230    △139,824

 事業区分  主要製品 

 電線事業 

天然ゴムキャブタイヤケーブル、合成ゴムキャブタイヤケーブル、架橋ポリエ

チレンケーブル、溶接用ケーブル、制御用ケーブル、プラスチックキャブタイ

ヤケーブル、プラスチックコード、その他 

 ポリマテック事業 硬質押出成形品、軟質押出成形品、高機能特殊チューブ、その他 

 電熱線事業 電熱線・帯、ステンレス鋼線・帯、その他 



２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 （単位：千円） 

       （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていないセグメントであり、高機能チューブ関連商品、Ｌ

ＥＤ関連商品及び賃貸事業等を含んでおります。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

                          （単位：千円）   

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

   （追加情報）  

    当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  
報告セグメント  

その他 
（注）  

合計 
電線 ポリマテック 電熱線 計 

 売上高             

 外部顧客への

売上高 
    1,227,188       565,233       234,631    2,027,054       16,421    2,043,475

 セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 －  －  －  －     －       －

  計  1,227,188  565,233  234,631  2,027,054     16,421     2,043,475

セグメント利益

又は損失（△） 
   △55,111    12,112    16,944    △26,054    △3,441    △29,496

利益 金額 

報告セグメント計  △26,054

「その他」の区分の利益  △3,441

全社費用（注）  △21,394

四半期連結損益計算書の営業利益  △50,890

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記


	ヘッダー1: 
	ヘッダー2: 
	ヘッダー3: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー4: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー5: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー6: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー7: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー8: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー9: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー10: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー11: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	ヘッダー12: ㈱三ッ星(5820)　平成23年３月期　第１四半期決算短信
	フッター1: 
	フッター2: 
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -


